
　本連載は１年間にわたり、グローバル競争において

「日本企業としての強み」であり、他国企業には容易

にまねできない「文化」でもある、「みんなが成長す

る組織づくり」という考え方をベースとして進めてき

ました。

　資本主義観の違い（従業員資本主義か株主資本主義

か）や経営の時間軸（長期か短期か）、意思決定の方

式（ボトムアップかトップダウンか）、さらにいえば、

従業員を多能工で成長する存在としてみるか、単にタ

スクをこなす存在としてみるかなど、善し悪しではな

く、価値観・とらえ方に関して国内・海外のみならず、

企業間には本質的な違いが存在します。

　これらは、それぞれの企業の価値観・イズムの違い

であるともいえます。そのうえで、昨今はアメリカに

おいてさえ、企業活動を株式市場の論理だけで行って

よいのかという点について、「四半期資本主義」と批

判されることもあります（注１）。

　また、大手企業の経営者の方々とディスカッション

をすると、「これからは、もともと日本企業がもって

いた強みを取り戻していく。それはトップダウンでは

なく、ミドルマネージャーを育成・強化することであ

る」というようなコメントを聞くことが増えてきてい

ます。多くの日本企業が本来もっている特性を強みと

して再評価し、それを発揮できる環境が整いつつある

ようにみえます。

　連載第７回（2015 年７月号）では、「てこの原理」

としての海外経験を紹介しました。てこを使えば

100 ㎏の物体を５㎏の物体で持ち上げることができ

ます。今回は、連載の最終回を迎えるにあたり、より

大きなアウトプットを得るための強固な「支点」であ

る、日本企業自らの基軸についてみていきましょう。

１　「日本型組織としての基軸」とは

　ここでいま一度、日本型組織としての基軸を確認し

ていきたいと思います（図表）。

⑴　成長可能性のある「人間全体」としてみる
　職能資格制度は、人（能力）をベースに等級を設定

するもので、職務等級制度を経て、現在は役割等級に

昇華されつつあります。昨今は、総合職の職務内容・

「世界で通用する日本型組織」をテーマに活
動。クライアントは、日本を代表する大手企
業を中心に多岐にわたる。政府関係機関の有
識者会議委員、大学院講師なども務める。グ
ローバル人事制度の設計のほか、マネジメン
ト研修を日本語、英語、中国語の３カ国語で
行い、参加者の出身国は20カ国以上に上る。
著書に『外国人社員の証言　日本の会社40
の弱点』（文藝春秋）。日本人駐在員、ローカ
ル社員向けのオンライン研修「グローバルマ
ネジメント基礎講座」を監修。
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己啓発」です。これらの人材育成手法のうち、「目標

設定・評価」、「OJT」の担い手は職場の上司であり、

日本型組織においては、上司による人材育成能力の欠

如、とりわけ、後述するような多様な人材に対する育

成能力の欠如が問題となります。

　ただし、連載第 11 回（2015 年 11 月号）で紹介し

たように、①アウェイである海外において（＝言語、

習慣などの違いへの対応）、②日本よりも高いポジショ

ン・権限（または部下の人数）をもち（＝役割・責任

の拡大への対応）、③人によっては日本で十分なマネジ

メント経験がないまま異文化マネジメントを執行する

（＝「いきなり」管理職として対応）という、「グロー

バルマネジメントの３重苦」ともいえる状況に陥って

いる人も少なくありません。多くの企業の異なる拠点

で、同じような問題が発生している現状をみると、筆

者にはこれは個人の資質というよりは、管理職を取り

巻く状況からつくり出されたものであるようにみえます。

　上司の人材育成能力を支援するためにも、前回紹介

した人材育成シートの導入など、本社による支援は意

味のあることです。なお、当然のことですがそのとき

には、長期志向の人材育成がローパフォーマーのただ

乗り（いわゆるフリーライダー）を許しているという、

誤ったメッセージとならないよう注意する必要があり

ます。

⑶　チーム志向
　「グローバル人材は個人力」という発想は本末転倒

であり、個人というよりは集団においてその能力を発

揮する傾向が高い日本企業の強みを削いでしまうこと

になります。

　マネジメントの概念を発明した P．F．ドラッカーの

思想に影響を与えたといわれる社会思想家のメア

勤務地・労働時間などの無限定性が、日本型雇用にお

ける悪役として取り上げられることが多いのですが、

あえてポジティブな面に光を当てると、１人の人間が

さまざまな失敗をしながらも、それを乗り越え、多様

な経験を積んでいくという点で、いわば個人の成長に

ついても無限定だと考えているといえるのではないで

しょうか。

　「キャリア・アンカー」の理論で著名なアメリカの

心理学者エドガー・H・シャインは、著書「HUMBLE  

INQUIRY」（2013）において、アメリカで一般的に

いわれるプロフェッショナルという名のタスク志向の

関係（task–oriented relationship）だけでなく、互い

の継続的な関係性に注目した人間志向（a person-

oriented relationship）に注目する必要性を説いてい

ます。１人の人間を特定のポジション・ジョブとして

ではなく、成長可能性のある人間全体としてみるとい

う発想は、じつは貴重なものであると考えます。

　外部環境に目を向けると、中国の経済成長の鈍化な

ど、世界経済・社会情勢はまさに薄氷を踏むがごとく

であり、予断は許されない状況です。そのようななか、

日本企業の総合職は「変化に強いなんでも屋」ともい

え、そこにレジリエンスの源があるともいえます。「レ

ジリエンス」とは外力による歪みを跳ね返す力のこと

であり、「困難な状況においても、しなやかに適応し

ていく力」のことです。日本企業はこの源があるから

こそ、長期の企業活動を存続し得ているのではないで

しょうか。

　グローバル展開とは、変化の常態化と言い換えるこ

ともできますが、経済・社会環境が激変する危機の時

代にあるからこそ、狭い範囲で特定のジョブのみに部

分最適を果たすのではなく、より幅広い全体最適の視

点で、個人も組織もしなやかに成長していくことが求

められています。そのためには、人材を単なる労働力

としてみるのではなく、成長可能性のある「人間全体」

としてみる必要があるのです。

⑵　長期志向の人材育成（潜在力に注目）
　日本企業には、長期の時間軸ならではの多様な人材

育成手法があることが強みです。研修は重要な育成手

法の１つですが、研修以外にも方法はあります。それ

は、「目標設定・評価」、「OJT」、「異動」および「自

図表　日本型組織の基軸とは

日本型組織 非日本型組織

成長可能性のある「人間
全体」としてみる

部分的な業務を行う「労
働力」としてみる

長期志向の人材育成（潜
在力に注目）

短期志向（顕在化してい
る発揮能力に注目）

チーム志向 個人志向
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リー．P．フォレットは、1930 年代に、単に上司から

の指示・命令に基づいて動くマネジメントよりも高度

なものとして、人々がそれぞれの役割から状況を認識

し、権限を行使していくという、水平的、継続的な組

織の姿として、「状況に従う管理」の必要性を指摘し

ています（注２）。

　これは、チームのメンバー一人ひとりが必要に応じ

てリーダーシップを発揮するというシェアード・リー

ダーシップ（Shared Leadership）という考えに連な

るものですが、長期の時間軸のなかでみんなが成長す

ることをめざす日本型組織が長年培ってきたものとも

いえるのではないでしょうか。

　新卒一括採用をはじめとした長期雇用などの、わが

国固有の雇用慣行を踏まえながら、それぞれが世界で

能力を発揮できるよう、次世代リーダー／グローバル

人材の階層・プールをつくっておくことは、優先順位

の高い課題です。もっとも、「同調性」が過剰に高いと、

場の空気を読むような風土となってしまいます。そう

ではなく、共通の目的を達成するためにそれぞれの役

割を果たす「協調」、すなわち、マネジメント力その

ものを向上させていく必要があります。

２　日本型組織の思想を言語化して伝える

　人事ポリシーとは「思想」であり、人材育成などは

まさに「物語」ともいえます。ストーリーや脚本の客

観的な分析・評価を行うストーリーアナリストである

ティ・エル・カタンは、ストーリーについて「ハイ・

コンセプトとソフト・ストーリー」という言い方で、

以下のように違いを説明しています。

　「ハイ・コンセプト」とは、シンプルで刺激的で、し

かも１～２分で簡単に表現できるようなストーリーの

コンセプト（中略）。ハイ・コンセプトなストーリーは

非常に明確なログライン を可能にする。また、筋がはっ

きりしているのでセールス・ピッチもやり易い。しかし、

ストーリーそのものは必ずしも含蓄のある、心に残る

ようなものであるとは限らない。（中略）これに対し「ソ

フト・ストーリー」はもっと複雑な内容を取り扱う。

人間そのもの、あるいは人間関係に関するものが多い。

（中略）ストーリーの深い味わい、独特の雰囲気、そ

の奥にあるテーマの作品は、その価値にかかわる重要

な要素を、漏らすことなく、一文で表現するのは極め

て難しい（注３）。

　紙面の関係もあるため、少し乱暴なまとめになるこ

とをお許しいただくと、「ハイ・コンセプト」とは、

いわゆるハリウッド映画に代表されるもので、大々的

に上映されるわかりやすい映画といえます。一方の「ソ

フト・ストーリー」は、ヒューマンドラマや芸術映画

といわれることが多く、ストーリーでは主人公の内的

葛藤や変化しない状況自体への苦しみなど、言語化す

ることが難しいものを扱うことが多いものです。

　日本企業の人事制度は、長年、背景や文脈を共有し

た人同士では深く味わえるものの、部外者にはまった

くわからない「ソフト・ストーリー」によく似ている

ように思えます。日本型組織の思想を言語化すること

を意識し、ハイ・コンセプト映画のように相手にわか

りやすい伝え方をしていただければと思います。

３　多様性のマネジメントが課題

　ここまで、日本企業の基軸として、「人間全体をみ

る」、「長期志向の人材育成」、「チーム志向」をみてき

ました。そして、その中核に職場上司の存在が欠かせ

ないものとして浮かび上がってきました。グローバル

展開を見据えてだけでなく、国内における多様な雇用

形態の従業員の育成も含め、その中心となる上司に求

められるのは多様性のマネジメントです。

　筆者は多様性のマネジメント（ダイバーシティマネ

ジメント）を、「国籍、地域、民族、宗教、言語、性別、

世代、地位などにより感じ方、考え方、行動などのパ

ターンが異なるメンバーとともに共通の目的を達成す

るために、それぞれの役割を果たすよう働きかけるこ

と」と定義しています。

　連載第９回（2015 年９月号）では、海外拠点にお

ける組織・人材マネジメントの課題を把握し経営を支

援する、「グローバルマネジメント監査」の主な担い

手としてのシニアの可能性について触れました。グ

ローバル展開をめざす企業は、若手や海外ローカル社

60 企業と人材  　2015年12月号



教育スタッフ
P L A Z A

員の可能性のみならず、日本人シニアの可能性に対し

ても目を向けるべきです。

　日本では定年延長が話題となっていますが、総務省

の発表によると（2015 年９月 15 日現在推計）、65

歳以上の高齢者（以下、「高齢者」という）人口は 3,384

万人で、総人口に占める割合は 26.7％となっていま

す。これは、主要国のなかで最高の割合であり、その

あとに、イタリア（22.4％）、ドイツ（21.2％）など

が続きます。2040 年の将来推計値でみても、日本の

高齢者人口割合は最も高く（36.1％）、次いでイタリ

ア（33.8％）、ドイツ（31.3％）となります。また、

高齢者の就業者数も 11 年連続で増加しており、

2014 年は 681 万人と過去最多、15 歳以上の就業者

総数に占める高齢者の割合は 10.7％となっています

（注４）。

　この世代の海外赴任経験者は、社内外のビジネス環

境に精通しているだけでなく、赴任当時、組織の立ち

上げや現地の経営全般を経験されていた方も多くいま

す。筆者は、シニアの可能性に目を向けることが、日

本企業の競争力向上に資すると考えます。

　もちろん、過去の実績があるがゆえの頑固さ、環境

適応力の低さなどの懸念事項もあるので、明確な期待

役割を示しながら対応していくことが必要です。ここ

でも、「単なるシニアの取扱い」を超えた「ダイバー

シティマネジメント」が求められるのです。

４　人事部門の役割と「みんなが成長する組織」

　本連載の最後に触れておきたいのは、人事部門の職

場への関与の必要性です。

　これまでも、人事部門が上司の人材育成能力を支援

していくことの必要性に触れてきましたが、残念なが

ら国内・国外を問わず、人事にとっての職場のブラッ

クボックス化は進んでしまっており、かつてのように

ぶらりと職場に行きづらい雰囲気になってしまってい

るようです。

　この傾向の背景には、リーマン・ショック後に、本

来企画など発想面での貢献が求められていた正社員

が、派遣社員削減などにより実務担当者となってし

まったことや、その後の急速なグローバル化の拡大な

どがあると思われます。それでも、短期と中長期、各

部署と全社、日本と海外各拠点のつなぎ手である人事

部門には、今後ますます知識移転の担い手として職場

に継続的に関与していくことが求められるようになり

ます。

＊

　本連載は「日本企業としての強み」であり、他国企

業には容易にまねできない「文化」でもある、「みん

なが成長する組織」という考え方をベースとして進め

てきました。世界的にみても大変まれな、日本企業特

有の「みんなが成長する組織」という「思想」をとら

え直し、再認識し、展開していく主体は、人事部門の

皆さんです。本連載が少しでもお役に立てれば望外の

喜びです。ありがとうございました。

（注）
１．�クオータリー・キャピタリズム、短期的時間軸での経営を批

判的に表現した言葉で、米大統領選の民主党候補の１人、ヒ
ラリー・クリントンが広めたとされている。

２．�三井泉（2009）『社会的ネットワーキング論の源流―M.P. フォ
レットの思想―』文眞堂

３．�ログラインとは１～２文でストーリーを簡潔明快に説明する
もの。映画やドラマの作品制作の際に必要とされる。

４．�総務省（2015）統計トピックス No.90「統計からみた我が国
の高齢者（65 歳以上）―「敬老の日」にちなんで―」

３名の方にオンライン研修
「グローバルマネジメント基礎講座」を
無料提供します！

　グローバル人材戦略研究所では、オンライン研修「グ
ローバルマネジメント基礎講座」を日本語・英語・中
国語で提供しています。本連載の特典として、毎号抽
選で３名の方に日本語版を無料で提供させていただき
ます。ご希望の方は「企業と人材」編集部まで、以下
の項目をご記入のうえ、メールでお申し込みください。

❶会社名　❷所在地　❸部署・役職名　❹氏名
❺電話番号　❻その他、ご質問など
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